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平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

また、このたび東日本大震災により被災された皆さまには、心よりお見舞い申し上げます。

2011年3月に発生した未曾有の震災の被害は、被災された皆さまのみならず、産業界にも大きな影響をもたらしました。

一方で、セキュリティ対策については多くの企業が、将来に向けて必要な投資を行うという環境のもと、

当社は「総合コンテンツセキュリティ企業」を目指して、

技術開発・営業・マーケティングの強化に注力してまいりました。

また、アプライアンス製品の販売やテレビCM放映など、新しい取組みを開始した一年でした。

今期、当社は米国・欧州をはじめとした海外事業へ本格展開し、

日本国内における大規模マーケティング活動に加え、

海外におけるビジネスを積極的に展開していくことで、

グループ一丸となって国内外における事業を進めてまいります。

当社グループの第16期（2010年4月1日～2011年3月31日）が終了いたしましたので、

ここに事業報告書をお届けいたします。ご高覧いただきますようお願い申し上げます。

デジタルアーツ株式会社
代表取締役社長

1 2



1

子どもには

見せられないもの
がある。

家庭向け市場トピックス

創業来、初のテレビCMを放映
家庭向け「i-フィルター 6.0」のイメージキャラクターに
加藤清史郎くんを起用。Webサイトや店頭プロモーションと連動し
製品の認知度向上を目指しました。

初のテレビCMには、

CMやドラマ、舞台等で活躍しているタレントの加藤清史郎くんを起用しました。

加藤清史郎くんの持つ知名度や親近感を最大限に活かしたテレビCMを制作し、

「i -フィルター」の利用者である保護者層に向けて、

Webフィルタリングソフトの必要性を訴求しました。

放映は、第1弾として、フィルタリングに対する意識が高い地域から実施し、

その効果をもとに状況によって内容を変更し、

全国放映につなげたいと考えております。

なお、テレビCM放映開始に伴い、家庭向けWebフィルタリングソフト / サービスの

Web サイトについても、加藤清史郎くんをメインキャラクターとし、

デザインを大幅リニューアルしました。

今回制作したテレビCMは

当社Webサイトでもご覧いただけます。

16thAnnual
Report

for Consumer Sector 2010.04.01

▲

2011.03.31
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家庭向け市場概況
for Consumer Sector

16thAnnual
Report

3月よりフィルタリングソフト「i-フィルター 6.0」の
月額版の提供を開始

「i-フィルター 6.0」は従来、パッケージソフトおよびダウンロードソフトとして、年単位でのサービスを提供してきました。

月額版の開始により、導入における初期費用が低くなったことから、

今まで当社製品をご利用いただいていなかった方にも「i -フィルター 6.0」をご検討いただけることを目的として、

また、「ソフトウェアの更新時期を気にせず利用できるように、自動更新の仕組みを導入して欲しい」

といったお客さまからのご意見にも対応すべく、月額版の提供を開始しました。

リモート設定機能を備えたフィルタリングソフト
「i-フィルター 6.0」の販売を開始
クラウド型サービスの採用によって
「外出先からも子どものインターネット利用状況を確認したい」というユーザーニーズに応えました。

お客さまの初期費用を抑えることで、新規顧客の開拓を狙い
また自動更新システムによって、継続利用の促進を図りました。

家庭向けWebフィルタリングソフトの最新版「i -フィルター 6.0」の店頭販売を11月より開始しました。

最新版における最大の特徴は「クラウド化」、つまりURLデータベースおよびユーザー設定情報をクラウド上に設置したことです。

これにより、外部パソコンからもフィルタリング機能の設定や解除、インターネット利用状況の確認といった操作が可能となり、

また、アプリケーション制御機能と利用時間制限機能を連動させて、オンラインゲームなどの利用時間制限も可能となりました。

なお、外出先からインターネット利用状況を確認できる機能と、利用時間制限機能についてはテレビCMでも大きく取り上げています。

3月O.A. のテレビCM
「親は安心_父」篇より

3月O.A. のテレビCM
「親は安心_母」篇より

有害サイトフィルタリングソフト

離れた場所でも見守れる！！ 利用時間を決められる！！
仕事に出かけるお父さん。
家でインターネットを楽しむ
清史郎くん。携帯で清史郎くん
のインターネット利用状況を
確認して安心するお父さん。

買い物に出かけるお母さん。
商店街で時間を確認するお母
さん。利用時間制限機能で閲覧
ができなくなり宿題を始める
清史郎くん。

CM
紹介

CM
紹介
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家庭向け市場概況
「i -フィルター」の売上については、店頭でのパッケージ版およびダウンロード販売が好調に
推移しました。パッケージ版では、新製品「i -フィルター 6.0」を販売開始しました。またダウ
ンロード販売では、デジタルコンテンツ配信サイトにおいて「i -フィルター」の販売キャンペー
ンを展開し、同製品が「2010下半期 楽天ダウンロードMVP大賞」のファミリー製品部門に
おいて大賞を受賞しました。 ISP向けについては、一部 ISPとの契約期間満了があった影響で
通期の売上高が減少しました。
その後はサービス内容の向上
とともに提供先の拡大に引き
続き努めております。 これら
の取組みの結果、当連結会計
年度における家庭向け市場の
売上高は 2.60 億円（前年同
期比89.6%）となりました。
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企業・公共向け市場トピックス

セキュア・プロキシ・アプライアンス「D-SPA」および
「D-SPA Manager」の販売を開始
11月に販売を開始した「D-SPA」は、大口受注も複数獲得し順調な立ち上がりを見せました。
プロキシ・アプライアンス市場のシェアトップ獲得を目指します。

「D-SPA」は、業務に不可欠なインターネットを、安全かつ高速で効率よく運用するために、

企業内 LAN のゲートウェイ上に設置するアプライアンス製品であり、手軽に導入でき、かつ運用コストの低減を実現します。

「i-FILTER」で培ってきたプロキシの技術を投入し、高い機能と汎用性をもつ IBM の x86 サーバー「IBM® System x®」と

組み合わせることで、他社製品に比べて約 2.5 倍のアクセス処理能力を誇ります。

企業や教育機関のニーズに的確に応えることでシェアトップを目指します。

「D-SPA」のセキュリティをさらに高める
オプションソフトウェアをリリース
3つのオプションソフトウェアのリリースで、「D-SPA」を核としたWebアクセスに
さらにセキュアなソリューションを提供します。

国内最大級のデータベースを有するWebフィルタリング「i-FILTER for D-SPA」、

ウイルススキャン連携「AV Adapter for D-SPA」および

SSLデコード「SSL Adapter for D-SPA」をリリースしました。

これらのオプションソフトウェアをご利用いただくことで

さらに安全なWebアクセスを

実現します。

複数台の「D-SPA」を統合管理する「D-SPA Manager」のリリースによって大規模顧客へも対応しました。

製品ラインナップ

16thAnnual
Report

for Enterprise & Public Sectors

SPA-3500（～2,000 ライセンス）SPA-1700（～500 ライセンス）

SPA-6500（～5,000 ライセンス）

MGR-1000（～2,000 ライセンス） MGR-3000（～20,000 ライセンス）

SPA-12000（～20,000 ライセンス）

「D-SPA Manager」は、複数台の「D-SPA」を統合管理するとともに、アクセスやブロック、書き込みといったログの管理を行います。

また、カテゴリ別、ユーザー別、URL 別などのレポート出力により、「だれが」、「いつ」、「どこで」、「何をしたか」というような、

利用者すべてのWebアクセス状況を容易に把握することが可能となり、大規模顧客のニーズに応えます。
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企業・公共向け市場概況
2010.04.01

▲

2011.03.31for Enterprise & Public Sectors
16thAnnual

Report

新製品であるセキュア・プロキシ・アプライアンス「D-SPA」は、

発売直後から複数の大口案件を受注するなど、順調な立ち上がりを

見せ、今後の確かな収益基盤のひとつとして成長が期待されます。
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「m-FILTER」の売上高は前年同期比151％「i-FILTER」の売上高は引き続き堅調に推移

「D-SPA」は発売初年度にして順調に顧客を獲得

純国産品質のプロキシ・アプライアンス

企業向け市場概況
従来から高性能でコストパフォーマンスの高いセキュリティソリューションとして
高評価をいただいている「i-FILTER」、誤送信防止機能およびアーカイブ機能を持つ
「m-FILTER」、さらにクラウド対応「i-FILTER」や「m-FILTER」の販売を、各企業の
セキュリティの投資に向けて
積極的に推進した結果、売上
が順調に推移しました。これ
らの取組みの結果、当連結会
計年度における企業向け市場
の売上高は、12.05億円（前年
同期比 118.9％）と なりま
した。  

公共向け市場概況
自治体・官公庁に向け「i-FILTER」、「m-FILTER」及び「D-SPA」の拡販活動を積極的に行い、
新規の大型案件を獲得するなど、概ね順調でしたが、前年の政府による「学校 ICT 環境整備
事業予算」が終了したことによるマイナス分を補うまでには至らず、また、東日本大震災の

影響により、予定していた案件
の受注が延期になるなどの
影響を受けました。 これらの
取組みの結果、当連結会計
年度における公共向け市場の
売上高は、8.42億円（前年同
期比95.0%）となりました。

Web フィルタリングソフト「i-FILTER」の売上高は、企業向け市場では前年同期比 113％と、引き続き堅調に成長を続けました。

成熟度を増した「i-FILTER」は、お客さまから確かな信頼をいただいており、ライセンス数は安定して増加しました。

特にクラウドライセンス数については、前年同期比で130％と、大きく躍進しました。

電子メールフィルタリングソフト「m-FILTER」は、昨今求められている情報漏洩対策ツールとして、

特に「m-FILTER MailFilter」によるメールの送受信制御、および「m-FILTER Archive」による機密性・可用性の実現を

多数のお客さまにご支持いただき、売上高は前年同期比で151％という驚異的な躍進を果たしました。
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連結財務諸表
Consolidated Financial Statements
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当期純利益 純資産 総資産
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2,757

3,253

2011/3

3,550
前年同期比：109.1％

連結貸借対照表

資産の部
（単位：千円）

2010/3 2011/3

流動資産 2,723,730 2,882,619

現金及び預金 1,528,890 1,736,932

受取手形及び売掛金 723,700 664,194

有価証券 401,149 401,113

製品 4,300 2,629

繰延税金資産 40,535 43,372

その他 25,155 34,377

固定資産 530,141 667,912

有形固定資産 60,345 85,104

建物 21,373 31,208

車両運搬具 6,685 3,897

工具、器具及び備品 32,286 49,997

無形固定資産 373,283 471,443

ソフトウェア 320,986 386,831

その他 52,296 84,611

投資その他の資産 96,512 111,364

繰延税金資産 8,195 13,996

その他 88,316 97,368

資産合計 3,253,872 3,550,532

負債の部
流動負債 561,887 598,908

買掛金 490 3,907

未払法人税等 209,353 144,312

賞与引当金 58,761 71,088

前受金 190,725 252,486

その他 102,555 127,112

固定負債 − 15,400

資産除去債務 − 15,400

負債合計 561,887 614,308

純資産の部
株主資本 2,642,257 2,846,792

資本金 683,365 697,388

資本剰余金 670,001 684,023

利益剰余金 1,311,032 1,645,898

自己株式 △ 22,141 △ 180,518

新株予約権 49,727 89,430

純資産合計 2,691,984 2,936,223

負債及び純資産合計 3,253,872 3,550,532

連結損益計算書
（単位：千円）

2010/3 2011/3

売上高 2,190,737 2,308,241

売上原価 437,507 463,131

売上総利益 1,753,230 1,845,109

販売費及び一般管理費 1,042,312 1,159,197

営業利益 710,917 685,912

営業外収益 3,533 2,305

営業外費用 369 1,130

経常利益 714,081 687,088

特別利益 − 773

特別損失 454 6,171

税金等調整前当期純利益 713,626 681,690

法人税等合計 342,969 291,528

少数株主損益調整前当期純利益 − 390,161

当期純利益 370,656 390,161

連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

2010/3 2011/3

営業活動によるキャッシュ・フロー 601,142 750,789

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 455,767 △ 56,286

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 58,309 △ 185,414

現金及び現金同等物の増加額 87,065 509,087

現金及び現金同等物の期首残高 941,893 1,028,958

現金及び現金同等物の期末残高 1,028,958 1,538,046

連結株主資本等変動計算書（自 2010年4月1日　至 2011年3月31日）

（単位：千円）
株主資本 新株

予約権
純資産
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2010年3月31日残高 683,365 670,001 1,311,032 △ 22,141 2,642,257 49,727 2,691,984

連結会計年度中の変動額

新株の発行 14,023 14,022 28,045 28,045

剰余金の配当 △ 55,295 △ 55,295 △ 55,295

当期純利益 390,161 390,161 390,161

自己株式の取得 △ 158,377 △ 158,377 △ 158,377

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） 39,703 39,703

連結会計年度中の変動額合計 14,023 14,022 334,866 △ 158,377 204,534 39,703 244,238

2011年3月31日残高 697,388 684,023 1,645,898 △ 180,518 2,846,792 89,430 2,936,223
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事業年度 4月1日から翌年の3月31日まで

定時株主総会 6月に開催いたします。

基準日 定時株主総会の議決権　3月31日
期末配当金　　　　　　3月31日
中間配当金　　　　　　9月30日

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

郵便物送付先 東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168-0063）

電話問合せ 中央三井信託銀行株式会社　証券代行部（証券代行事務センター）
TEL　0120-78-2031（フリーダイヤル）
取次事務は中央三井信託銀行株式会社の全国各支店ならびに日本証券代行
株式会社の本店および全国各支店でおこなっております。

公告の方法 電子公告
電子公告掲載のホームページアドレス
　　http://www.daj.jp/ir/stock/notification/
電子公告ができない場合の公告掲載新聞
　　日本経済新聞
※ 貸借対照表および損益計算書を下記当社ホームページアドレスに掲載し

ております。
　　http://www.daj.jp/ir/library/bs_pl/

住所変更・配当金振込指定等のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社等に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関であ
る中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

未払配当金の支払について

株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

配当金のお受取り方法について

配当金を配当金領収証でお受取りの株主様には、確実に配当金をお受取りいただける口座振込のご利
用をおすすめいたします。ご希望の株主様は、お取引の証券会社（特別口座に記録されている株主様は
特別口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社）へ所定の用紙をご請求の上、お申込みください。

デジタルアーツ株式会社

〒100-0014　東京都千代田区永田町二丁目13番10号
T E L  0 3 - 3 5 8 0 - 3 0 8 0  F A X  0 3 - 3 5 8 0 - 3 0 8 1

株式情報（2011年3月31日現在） 会社概要（2011年3月31日現在）

Stock Information Corporate Data

株式の状況
発行可能株式総数 450,360株

発行済株式総数 139,872株

株主数 9,848名

株式情報

大株主
株主名 持株数（株） 出資比率（％）

道具 登志夫 50,865 36.37

デジタルアーツ株式会社（自己株式） 3,100 2.22

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,055 2.18

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,054 0.75

マネックス証券株式会社 885 0.63

大阪証券金融株式会社 878 0.63

松井証券株式会社 778 0.56

楽天証券株式会社 721 0.52

個人株主 720 0.51

個人株主 720 0.51

個人株主 700 0.50

所有者別株式分布状況
個人その他 123,606株
金融機関 5,215株
証券会社 4,039株
その他国内法人 2,680株
外国法人等 1,217株
政府・地方公共団体 15株
自己名義株式 3,100株
　　合計 139,872株

会社概要
商号 デジタルアーツ株式会社

英文商号 Digital Arts Inc.

設立 1995年6月21日

本社所在地 東京都千代田区永田町二丁目13番10号

事業内容 インターネットセキュリティ関連ソフトウェアの企画・開発・販売

資本金 697,388,966円

従業員数 141名

役員
代表取締役社長 道具 登志夫

取締役 高橋 則行

取締役 眞田 久雄

常勤監査役 若井 修治

監査役 窪川 秀一

監査役 上杉 昌隆

株主メモ

事業所一覧

その他国内法人
52名

1.91％

外国法人等
19名

0.87％

個人その他

政府・地方公共団体

金融機関

外国法人等

証券会社

その他国内法人
自己名義株式

証券会社
19名
2.89％

自己名義株式
1名
2.22％

金融機関
5名
3.73％

個人その他
9,751名
88.37％

政府・地方公共団体
1名

0.01％
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北海道営業所

東北営業所

関西営業所

九州営業所

本社

中部営業所

※ デ ジ タ ル ア ー ツ/DIGITAL ARTS、ZBRAIN、ア イフィル タ ー/i-フィル タ ー/i-FILTER/i-FILTER End Point 
Controller、m-FILTER/m-FILTER MailFilter/m-FILTER Archive/m-FILTER Anti-Spam/m-FILTER File 
Scanはデジタルアーツ株式会社の登録商標です。

※ 本事業報告書に記載されている会社名、製品名は各社の商標または登録商標です。
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